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平成 24 年 12 月 18 日 
各 位 

会 社 名 日 東 工 業 株 式 会 社 
代表者名 取 締 役 社 長  山 本  博 夫 

 (コード 6651 東証･名証第１部) 
問合せ先 総 務 部 長  中 嶋  正 博 

 ( ＴＥＬ．0 5 6 1‐ 6 4 - 0 11 2 ) 
 

JBP-Ⅰの株式取得（子会社化）および孫会社の異動に関するお知らせ 

 

 当社は平成 24年 12月 18日開催の取締役会において、以下のとおり、サンテレホン株式会社（以

下「サンテレホン」といいます。）の全株式を保有する JBP-Ⅰ株式会社（株式保有のために設立

された特別目的会社、以下「JBP-Ⅰ」といいます。）の株式を取得し、子会社化することについ

て決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 株式取得の理由 

  当社は、「優良な製品を以て社会に貢献し、生産性向上により会社と従業員の発展繁栄を期す

る。」という社是のもと、設立以来、電気設備や機器の開発・ご提案を通じて電気や情報のイン

フラをさまざまなかたちでサポートしてまいりました。そして、今日では太陽光発電を始めと

するクリーンエネルギーの促進や、情報の高密度化を加速するクラウドコンピューティングの

普及など、世界規模のニーズが顕在化しつつあります。当社では、こうしたニーズを先取りし、

いち早く開発・製品化に取り組むことで、新しい価値をご提案させていただくことができる「電

気と情報を明日につなげる価値創造企業」を企業ビジョンとして取り組んでおります。 
  一方、JBP-Ⅰの 100％子会社であるサンテレホン株式会社は、ネットワークインフラ環境構

築に必要な、あらゆる情報通信機器及び部材を専門に取り扱う専門商社です。特に情報通信部

材分野におきましては、幅広い調達網と強固な基盤を有するリーディングカンパニーでありま

す。現在は、お客様に育てていただいてきたコア事業であるネットワーク部材販売の幅を更に

広げ、機能を充実し、かつ新しい市場に率先して参入することによりお客様に貢献することの

できる提案型商社への成長を図っております。なお、グループ会社として通信工事事業者であ

る南海電設株式会社を有しております。 
  今回の子会社化を通して、当社はサンテレホンとの間で相互の商流・商材を補完しつつシナ

ジー効果を発揮することを企図しております。メーカーと商社による垂直統合ではなく、マー

ケティング機能の強化による商品開発力の向上により、情報通信関連分野を中心にこれまでに

ない新しい市場を創出し、お客様にとって新たな価値をお届けすることを目指してまいります。

例えば、企業グループとして情報通信インフラをトータル提案できるグローバルネットワーク

を構築することや商品供給のみではなく、施工･保守･メンテナンスを含めたワンストップ型サ

ービスをご提供すること等がございます。 
  新しい日東工業グループが、より多くのお客様へ貢献することができると展望し、サンテレ

ホンの全株式を保有する JBP-Ⅰを子会社化することといたしました。 
  また、JBP-Ⅰの子会社化に伴い、サンテレホンは当社の孫会社となりますので、併せてお知

らせいたします。 
 
2. 株式取得の方法 

  当社は、日本産業第二号投資事業有限責任組合をはじめとする JBP-Ⅰの各株主との間で株

式譲渡契約を締結し、同社の発行済株式の全部を取得することを予定しております。 
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3.  異動する子会社及び孫会社の概要 
(JBP-Ⅰ株式会社) 

（１） 名称 JBP-Ⅰ株式会社 

（２） 所在地 
東京都千代田区丸の内 2丁目 1 番 1号 日本産業パートナーズ株

式会社内 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 馬上 英実 

（４） 事業内容 金融業 

（５） 資本金 10 百万円 

（６） 設立年月日 2006 年 12 月 

（７） 大株主及び持株比率 

日本産業第二号投資事業有限責任組合：39.0% 

Bain Capital SunTelephone 2 Hong Kong Limited：24.1% 

Bain Capital SunTelephone 1 Hong Kong Limited：18.4% 

Suntel Samurai Investments Ltd.：10.0% 

山西啓司：4.8% 

（８） 上場会社と当該会社 

    との間の関係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき取引関係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平成 21 年 12 月期 平成 22 年 12 月期 平成 23 年 12 月期 

純 資 産 8,514 百万円 8,512 百万円 7,805 百万円 

総 資 産 8,516 百万円 8,513 百万円 7,947 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 50,102 円 50,087 円 45,930 円 

売 上 高 0 百万円 0 百万円 0 百万円 

営 業 利 益 △1 百万円 △1 百万円 △3 百万円 

経 常 利 益 △1 百万円 △1 百万円 △4 百万円 

当 期 純 利 益 △2 百万円 △3 百万円 △5 百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △11 円 △16 円 △28 円 

1 株 当 た り 配 当 金 0 円 0 円 4,118 円 
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(サンテレホン株式会社) 

（１） 名称 サンテレホン株式会社 

（２） 所在地 東京都中央区八丁堀 4-5-4 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大田 義実 

（４） 事業内容 情報通信機器・部品・工事材料の卸販売・輸出入 

（５） 資本金 15 億 47 百万円 

（６） 設立年月日 1948 年 12 月 

（７） 大株主及び持株比率 JPB-Ⅰ株式会社 100% 

（８） 上場会社と当該会社 
    との間の関係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 
当社から当該会社に配電盤用部品（システムラ

ック）の販売取引があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決 算 期 平成 21 年 12 月期 平成 22 年 12 月期 平成 23 年 12 月期 

連 結 純 資 産 4,780 百万円 5,019 百万円 5,139 百万円 

連 結 総 資 産 53,486 百万円 15,769 百万円 11,882 百万円 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 144,857,659 円 139,415,389 円 141,858,505 円 

連 結 売 上 高 33,881 百万円 30,119 百万円 21,569 百万円 

連 結 営 業 利 益 △1,236 百万円 878 百万円 756 百万円 

連 結 経 常 利 益 △1,369 百万円 739 百万円 648 百万円 

連 結 当 期 純 利 益 △2,927 百万円 273 百万円 721 百万円 

１株当たり連結当期純利益 △88,727,171 円 8,273,855 円 21,859,776 円 

1 株 当 た り 配 当 金 0 円 0 円 21,212,121 円 
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4. 株式取得の主な相手先の概要 
(日本産業第二号投資事業有限責任組合) 

（１） 名称 日本産業第二号投資事業有限責任組合 

（２） 所在地 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（３） 設立根拠等 
投資事業有限責任組合契約に関する法律に基づく投資事業有限

責任組合 

（４） 業務執行組合員の概要 

名 称 日本産業パートナーズ株式会社 

所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

代 表 者 の 
役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 馬上 英実 

事 業 内 容 投資業 

資 本 金 100 百万円 

（５） 国内代理人の概要 該当事項はありません 

（６） 上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

該ファンドへは直接・間接を問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び関

係会社と当該ファンドの出資者（原出資者を含

む。）との間に特筆すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。 

上場会社と業 

務執行組合員 

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。また、当社並びに当社の関係

者及び関係会社と当該ファンドの業務執行組

合員並びに当該ファンドの業務執行組合員の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。 

上場会社と 

国内代理人 

との間の関係 

当社と当該国内代理人との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と

当該国内代理人並び人当該国内代理人の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 ※記載のない項目につきましては契約上の都合により公表を控えさせて頂きます。 
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  (日本産業第二号パラレル投資事業有限責任組合)  

（１） 名称 日本産業第二号パラレル投資事業有限責任組合 

（２） 所在地 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（３） 設立根拠等 
投資事業有限責任組合契約に関する法律に基づく投資事業有限

責任組合 

（４） 業務執行組合員の概要 

名 称 日本産業パートナーズ株式会社 

所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役 馬上 英実 

事 業 内 容 投資業 

資 本 金 100 百万円 

（５） 国内代理人の概要 該当事項はありません 

（６） 上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

該ファンドへは直接・間接を問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び関

係会社と当該ファンドの出資者（原出資者を含

む。）との間に特筆すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。 

上場会社と業 

務執行組合員 

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。また、当社並びに当社の関係

者及び関係会社と当該ファンドの業務執行組

合員並びに当該ファンドの業務執行組合員の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。 

上場会社と 

国内代理人 

との間の関係 

当社と当該国内代理人との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と

当該国内代理人並び人当該国内代理人の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 ※記載のない項目につきましては契約上の都合により公表を控えさせて頂きます。 
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  (Bain Capital SunTelephone 1 Hong Kong Limited)  

（１） 名称 Bain Capital SunTelephone 1 Hong Kong Limited 

（２） 所在地 
Room 5101, Cheung Kong Center No. 2 Queen’s Road, 

Central, Hong Kong 

（３） 設立根拠等 Hong Kong Limited Liability Company 

（４） 業務執行組合員の概要 該当事項はありません 

（５） 国内代理人の概要 該当事項はありません 

（６） 上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

上場会社と 
当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

該ファンドへは直接・間接を問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び関

係会社と当該ファンドの出資者（原出資者を含

む。）との間に特筆すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。 

上場会社と業 

務執行組合員 

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。また、当社並びに当社の関係

者及び関係会社と当該ファンドの業務執行組

合員並びに当該ファンドの業務執行組合員の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。 

上場会社と 

国内代理人 

との間の関係 

当社と当該国内代理人との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と

当該国内代理人並び人当該国内代理人の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 ※記載のない項目につきましては契約上の都合により公表を控えさせて頂きます。 
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  (Bain Capital SunTelephone 2 Hong Kong Limited)  

（１） 名称 Bain Capital SunTelephone 2 Hong Kong Limited 

（２） 所在地 
Room 5101, Cheung Kong Center No. 2 Queen’s Road, 

Central, Hong Kong 

（３） 設立根拠等 Hong Kong Limited Liability Company 

（４） 業務執行組合員の概要 該当事項はありません 

（５） 国内代理人の概要 該当事項はありません 

（６） 上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

上場会社と 
当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

該ファンドへは直接・間接を問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び関

係会社と当該ファンドの出資者（原出資者を含

む。）との間に特筆すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。 

上場会社と業 

務執行組合員 

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。また、当社並びに当社の関係

者及び関係会社と当該ファンドの業務執行組

合員並びに当該ファンドの業務執行組合員の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。 

上場会社と 

国内代理人 

との間の関係 

当社と当該国内代理人との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と

当該国内代理人並び人当該国内代理人の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 ※記載のない項目につきましては契約上の都合により公表を控えさせて頂きます。 
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  (Suntel Samurai Investments Ltd.) 

（１） 名称 
Suntel Samurai Investments Ltd.  
（サンテル サムライ インベストメンツ リミテッド） 

（２） 所在地 
Cayman National Trust Co., Ltd. P.O.Box 10340 APO 

Cayman National Building, 200 Elgin Avenue,  

Grand Cayman, Cayman Islands 

（３） 設立根拠等 ケイマン諸島法 

（４） 組成目的 組成目的において何らの制限も設けられておりません。 

（５） 組成日 2007 年 1 月 18 日 

（６） 業務執行組合員の概要 該当事項はありません 

（７） 国内代理人の概要 

名 称 ダルトン・アドバイザリー株式会社 

所 在 地 
東京都千代田区麹町 1 丁目 7 番 25 号フェルテ

麹町ビル 7 階 

代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役   清水 雄也 

事 業 内 容 
金融商品取引業者 投資助言業 関東財務局

登録（金商）第 2385 号 

資 本 金 600 万円 

（８） 上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

上場会社と 

当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

該ファンドへは直接・間接を問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び関

係会社と当該ファンドの出資者（原出資者を含

む。）との間に特筆すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。 

上場会社と業 

務執行組合員 

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。また、当社並びに当社の関係

者及び関係会社と当該ファンドの業務執行組

合員並びに当該ファンドの業務執行組合員の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。 

上場会社と 

国内代理人 

との間の関係 

当社と当該国内代理人との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と

当該国内代理人並び人当該国内代理人の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 ※記載のない項目につきましては契約上の都合により公表を控えさせて頂きます。 
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  (山西啓司) 

（１） 氏名 山西 啓司 

（２） 住所 東京都港区 

（３） 上場会社と 

当該個人の関係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数

所有している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記

載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません。 

 
  その他個人 5名から株式を取得する予定です。当該個人と当社との間には、記載すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。 

 
5. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（所有割合 ：0.0％） 

（２） 取得株式数 

169,940 株 

（議決権の数：169,940 個） 

（発行済株式数に対する割合：100.0％） 

（３） 取得価額 

JBP-Ⅰ株式会社の普通株式   8,553 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）  120 百万円 
合計（概算額）        8,673 百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

169,940 株 

（議決権の数：169,940 個） 

（所有割合 ：100.0％） 

 
 
6. 日程 

（１） 取締役会決議 平成 24 年 12 月 18 日 

（２） 株式譲渡契約締結日 平成 24 年 12 月 18 日 

（３） 株式譲受日 平成 25 年 1 月 21 日（予定） 
ただし、個人株主からは、その保有する株式を平成 24 年 12 月

18 日付で譲り受ける予定です。 

 
 
7. 今後の見通し 
  本株式取得に伴う当社グループの業績見通しの影響につきましては、現在精査中であり、今

後、公表すべき詳細が判明次第、速やかに公表いたします。 
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（参考） 
1. JBP-Ⅰ関係会社の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. サンテレホンの主要子会社の概要 

（１） 名称 南海電設株式会社 

（２） 所在地 大阪市浪速区日本橋東三丁目１２番７号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 黒木道晃 

（４） 事業内容 
通信ネットワークシステム事業、情報ネットワークシステム事

業、電気設備・消防設備事業、ISP 事業、メンテナンス事業 

（５） 資本金 １００百万円 

（６） 設立年月日 昭和３３年９月８日 

（７） 大株主及び持株比率 サンテレホン株式会社 ５０．４％ 

（８） 上場会社と当該会社 

    との間の関係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき資本関係はありませ

ん。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき人的関係はありませ

ん。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき取引関係はありませ

ん。 

 
以 上 

 
 

JBP-Ⅰ 

サンテレホン 

タキオン 

100% 

100% 

サントレイディング 南海電設 

100% 50.4% 


